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 本要領は、三島市が民間提案制度を推進するにあたり必要な事務について、その詳細を定

めたものです。 
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１ 事業概要 

  本市の民間提案制度は、「三島市共創指針」に基づく取り組みで、民間事業者等と事業

計画の段階から対話を通じたコミュニケーションを積み重ねることでパートナーとして

信頼関係を築き、市民・利用者にとってより良い公共サービスを実現し地域や経済の活性

化を目指すものです。 

 

２ 本市の提案に関する考え方 

⑴ 対話を重視 

本市と民間事業者が同じ目的を共有し、提案事業を質的に向上することを念頭に、対

話を重視します。 

 

⑵ 公募による事業実施者選定の原則 

提案により事業化が決定された事業については、原則プロポーザルや価格競争等によ

り実施者を改めて選定することとします。 

 

３ 共創リストの作成 

 市は積極的に民間事業者から提案を受けたい社会課題・テーマをまとめ、共創リストと

して公表します。また、年２回の定期見直し（８月末、３月末）のほか、新たな社会課題

に応じて随時更新を行います。 

 

４ 提案の受付 

  市と民間事業者が互いに対話を進め、新たな事業機会の創出と社会課題の解決に取り

組むための相談・提案窓口として政策企画課共創推進室で受付し、民間事業者からの提

案を一元的に対応します。 

 

 ⑴ 対象となる提案 

   対象となる提案は、下記の２つに該当するものです。 

  ア テーマ提示型（共創リストに対する提案） 

市が共創リストにより公表しているテーマに対して、解決策を提案するもの。 

  イ 自由提案型 

市のまちづくり・環境・健康・福祉・子育て・経済・教育・行財政運営などすべ

ての行政分野のいずれかで市民サービスの向上に寄与し、民間事業者が自由に提案

するもの。 

 

   また、以下に該当する提案は受け付けません。 

  ア 法令や公序良俗に反する内容を含むもの 
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  イ 三島市の施策や規定等に反する、矛盾する又は抵触する内容を含むもの 

  ウ 政治的・宗教的な内容を含むもの 

  エ 公共性・公平性に問題がある等、その他市長が不適切と求める内容を含むもの 

 

⑵ 提案できる者 

  提案内容を自ら実施する意思及び能力を有する民間事業者等 

（民間企業、公益団体、教育機関など） 

  

  また、以下の者は提案できる者に該当しません。 

 ア 個人（個人事業主を除く） 

 イ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 

  ウ その他、市長が不適切と認める者 

 

⑶ 民間提案の流れ 

  民間のより主体的な参画や発意を求め、行政と民間の対話を通じて、それぞれの知識

やノウハウ、その他保有している経営資源を最適な形で組み合わせながら事業スキーム

の構築を進めます。 

民間事業者からの提案には審査の結果について必ず回答します。 

 

ア 民間事業者から提案シートの提出 

   民間事業者は、市に提案をする場合は、「提案シート」（様式２）を、電子メール

または電子申請サービスで提出します。なお、提案シート作成の費用は提案者が負

担することとし、提案シートに関する著作権は提案者に帰属するものとします。 

  ・ 提出先：三島市 企画戦略部 政策企画課共創推進室 

 seisaku@city.mishima.shizuoka.jp 

  ・ 受付期間 

 共創リスト掲載テーマ：テーマごとに設定された日時 

     それ以外のもの：随時 

 

イ 事業化に向けた対話 

   「提案シート」（様式２）に基づき、対話を通じて実施条件、双方が有する知

識・情報・ノウハウ等の確認、双方の役割分担など、事業の構築が可能か確認して

いきます。 

   対話の期間は概ね３０日程度を想定していますが、事業内容等により、延長する

ことがあります。 

  

mailto:seisaku@city.mishima.shizuoka.jp
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ウ 提案の審査 

  政策企画課共創推進室、事業担当課、民間事業者で対話を進め、事業内容を確認

した後、事業実施の可否について審査・決定を行います。審査を行う際には、提案

事業者から事業内容について追加の説明を求める場合があります。 

(ｱ) 事業実施可否の判断基準 

 ・提案内容の妥当性、実現性、独創性、費用対効果 

・官民の役割分担 

・事業化の時期 

・事業経費及びその財源（市費・補助金・民間負担等） 

 

(ｲ) 審査結果の区分 

a 実施が適当である【採用】 

 この場合は、市は当該事業案の実施に向けて必要な準備を進めます。 

b 引き続き検討を行い、条件等の内容をさらに整理する必要がある【継続協議】 

 この場合、提案者と市は、対話を継続して当該事業案の調整（事業等の精度の

向上、課題の解消等）を行い、当該調整後の事業案について再度審査に付するこ

とができます。ただし、提案者が当該事業案の対話を継続する意思がない場合に

ついては、「実施は適当ではない【不採用】」として取り扱います。 

c 実施は適当でない【不採用】 

 この場合においても、提案者は当該事業案に必要な修正等を行ったものを次回

以降の募集において再提出することができます。 

※提案の採否は、事業化に向けた詳細協議を行うか否かを決めるもので、提案者と

の事業化を決定するものではありません。 

 

エ 事業化の決定 

市は、審査の結果、実施が適当である【採用】とした当該事業案について、事業

化に向けた必要な予算措置等の準備を行います。 

 

オ 事業実施者の選定 

   事業化が決定した官民連携事業の実施にあたっては、原則として、改めて事業実

施者を一般公募し、事業実施者を選定します。 

事業選定手法の決定にあたっては、 

・ 市の財政支出の有無（価格） 

・ 提案内容に対する提案事業者の独自性の有無（質） 

を総合的に判断します。 
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  主な、事業選定手法は下記のとおり。 

 方式 説明 

非 

公 

募 

協定方式 

（パートナーシップ） 

市と提案事業者の間で協定・合意書等を結び、提案事

業者を事業の実施者とします。 

随意契約方式 提案内容が提案事業者の知的財産、独自のノウハウが認

められるなど独自性が非常に高い場合には、地方自治法

施行令第 167条の２第１項第２号に基づき、当該提案を

行った民間事業者と随意契約で選定します。 

公 

募 

プロポーザル方式 性能等を示したうえで事業企画書の提出を受け、主に

提案内容の質によって審査及び評価を行い、契約等の

相手方を特定します。 

価格競争方式 市が仕様等を指定したうえで提案を受け、提案金額の

多寡によって相手方を選定します。 

 

カ 企画競争を実施する際の提案者へのインセンティブの設定 

市は、プロポーザル方式等企画競争で契約等の相手方を選定する際に、事業者選定

を行う委員会等において、提案内容が公募条件に反映されていると判断した場合は、

提案者の評価点に最大で 10％の加点を行います。 

 

キ 契約・協定の締結 

   公募などの手続きを経て選定された事業実施者と、契約書や協定書を交わし、事業

の実施を決定します。 

 

ク 提案の実現・事業の実施 

   契約書・協定書に基づき、市と民間事業者が連携して、事業を実施します。 

 

５ 情報の取り扱いについて 

⑴ 対話状況の公表 

   市は、民間事業者の発案を促すため、事業化の可否が決定した後「提案シート」

（様式２）のうち提案のタイトルについては「提案状況一覧」として公表します。 

   ※民間事業者の独自の秘密やノウハウが含まれる部分については、三島市情報公開

条例に基づき対応し、不開示情報とできるものは公表しません。事前に市と民間

事業者の双方で対話し、発案・提案者の権利その他の正当な利益を損ねることが

ないよう配慮いたします。 
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⑵ 事業実施状況の公表 

   事業の実施及び実施者が決定した段階で、原則、事業タイトル、事業概要、実施者

などを公表いたします。 

   ただし、公表内容は市と民間事業者で協議した上で公表し、民間事業者の独自アイ

デア部分は公表内容から除きます。  
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【民間提案の流れ イメージ図】 

 

  

事 

業 

化 

の 

検 

討 

民間事業者 
三島市 

共創推進室 事業担当課 

   

共創リスト 

による公募 

ア 提案シートの提出 

・テーマ提示型 

・自由提案型 

課題の抽出 

イ 事業化に向けた対話 

・提案内容の妥当性、実現性、独創性、費用対効果 

・官民の役割分担 

・いつから事業化するか（本年度か来年度以降か） 

・財源はどうするか（市費・補助金・民間負担等） 

・事業化の可否 

・選定方法の検討（随契・入札・プロポ・価格競争等） 

ウ 提案の審査 

対話状況の公表 

・募集締切 

・継続募集 

 

採
用 

エ 事業化の決定 

（事業者選定→契約（協定）→事業実施） 

 

継
続
協
議 

不採用 事業化の中止 
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様式１ 

共創リスト 事業シート 

 

提案を募集する内容について 

募集 No  

募集タイトル 

 

 

提案を募集する 

背景・課題 

 

 

 

 

過去の取組 

（良い点・悪い点） 

 

 

 

 

備考 

(参考となる他市町の

事例等) 

 

 

令和 年度予算化の

有無 
有（             円）・無 

個別計画等への位置

づけの有無 
有（個別計画名：        ）・無 

 

提案にあたっての条件 

募集期間  

 

実施スケジュール  

 

その他留意点  

 

問合せ先 

（事業所管課） 
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様式１ 

共創リスト 事業シート 

 

提案を募集する内容について 

募集 No ※政策企画課共創推進室で付与します。 

募集タイトル 

 

※提案を募集する事業や要望のタイトルを記入して下さい。 

提案を募集する 

背景・課題 

※提案を募集する背景や課題について、具体的に記入するこ

とで、民間事業者の理解を深めます。 

 

 

過去の取組 

（良い点・悪い点） 

※過去に取り組んできた事、およびその「良い点、悪い点」

を具体的に記入することで、類似提案を防ぎます。 

 

 

備考 

(参考となる他市町の

事例等) 

 

※募集を求める提案例や参考となる他市町の事例があれば記

載し、提案を求める政策の方向性、解決を目指すビジョンを

明らかにします。 

令和 年度予算化の

有無 
有（             円）・無 

個別計画等への位置

づけの有無 
有（個別計画名：〇〇計画    ）・無 

 

提案にあたっての条件 

募集期間 ※募集を求める期間をご記入ください 

 

実施スケジュール ※「本年度中の事業化を検討」「来年度予算化を検討」「未

定・まずは相談したい」から、事業のスケジュール感を選択

してください 

その他留意点 ※その他、前提条件としてお伝えすることがあればご記入し

てください 

問合せ先 

（事業所管課） 

※担当課の名称、電話番号、メールアドレスをご記入くださ

い 

 

 

記載上の注意 
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様式２ 

提案シート 

提案日 令和  年  月  日 

・本シートに必要事項を記入の上、ご提出ください。 

提出先：三島市企画戦略部政策企画課共創推進室 seisaku@city.mishima.shizuoka.jp 

・申請受領後、打合せの日程を調整させていただきます。 

 なお、ご連絡には数日要する場合もございますので、予めご了承ください。 

・次の欄の、提案の種類を選択してください。共創リスト掲載テーマの場合は、テーマの

Noと名称を選び記載してください。 

提案の種類 □共創リスト掲載テーマ  □それ以外 

共創リスト掲載テーマ リスト No  

募集テーマ  

 次の欄に、貴法人等の情報及び提案の内容を記載してください。 

提案タイトル  

※提案タイトルについては対話状況の公表します。 

法人 名称  

法人 所在地  

ご担当者様 

情   報 

氏名  部署  

TEL  

E-mail  

打合せ希望日 第 1希望  月  日 AM・PM 第 2希望  月  日 AM・PM 

第 3希望  月  日 AM・PM 第 4希望  月  日 AM・PM 

※打合せの希望日、時間帯を記入してください。受領後日程調整します。 

相談・提案内容 

※提案の内容をできるだけ具体的に記載してください。 

※別紙で企画書等を添付していただいても結構です。 

 

mailto:seisaku@city.mishima.shizuoka.jp
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留意事項 

 ⑴ 提案された民間提案については、事業化を約束するものではありません。提案内容 

  や対話、協議の結果によっては実現できないことがあります。 

 ⑵ 提案に関する庁内外の関係者との調整は時間がかかることもあります。 

 ⑶ 市では、事務過程で作成・取得した文書は、情報公開請求の対象となり、不開示情

報に該当するものを除き公開することが求められます。「三島市情報公開条例」では事

業活動情報として、「競争上の地位、財産権その他正当な利益を害するおそれがあるも

の」、「実施機関からの要請を受けて公にしないとの約束の下に任意に提供されたもの

で、法人等又は個人における常例として公にしないこととされているものその他の当該

約束の締結が状況に照らし合理的であると認められるもの。」などを不開示情報として

認めており、情報公開請求があった場合には、個別に判断いたします。 

 


